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1. 東海第二発電所周辺監視区域境界変更に伴う原子炉設置許可申請の要否について 

東海第二発電所で実施している安全性向上対策工事の進捗に伴い，作業用地（躯体工事に

伴う鉄筋の組み立て作業，コンクリート打設のための型枠の組み立て作業等）を確保する必

要があるため，東海第二発電所周辺監視区域境界南側の一部を拡張することとしている。こ

の周辺監視区域境界の変更に関して，原子炉設置許可申請書の本文記載事項への影響につい

て確認した。 

確認の結果，周辺監視区域境界の変更に伴う本文記載事項の変更は不要であることから，

「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」第四十三条の三の八に基づく，

東海第二原子力発電所原子炉設置許可申請書の変更許可申請は不要である。なお，今回変更

する周辺監視区域境界は，安全性向上対策工事の終了後，変更前の位置に復旧する。 

原子炉設置許可申請書の本文及び添付書類における周辺監視区域境界に係る記載並びに

今回の変更が記載事項の変更を伴うものであるか否かについての確認結果については次項

以降に示す。 

 

【核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（抜粋）】 
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2. 線量評価に係る影響評価及び分析 

2.1 線量計算地点の選定の考え方及び影響 

2.1.1 平常運転時の線量計算地点の選定の考え方 

平常運転時の線量計算地点の選定においては，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目

標値に対する評価指針」に従い，周辺監視区域境界上で計算点がほぼ均等の間隔で得られ

るよう東海第二発電所の主排気筒を中心として，その点から 16 方位に計算点を選定して

いる。 

なお，希ガスのγ線に起因する実効線量は，周辺監視区域境界上に線量計算地点を選定

し，また，人の居住に着目した場合の実効線量は，隣接事業所の周辺監視区域境界を含め

た非居住区域境界上に線量計算地点を選定している。 

 

2.1.2 事故時の線量計算地点の選定の考え方 

事故時の線量評価においては，設計基準事故では，隣接事業所の周辺監視区域境界を含

めた非居住区域境界上で放出源を中心とした 16 方位に線量計算地点を選定している。ま

た，有効性評価（炉心損傷防止対策）における線量評価では，非居住区域境界上及び敷地

境界上で放出源を中心とした 16 方位に線量計算地点を選定している。 

 

（発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針の抜粋） 
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2.2 平常時線量評価に対する影響 

2.2.1 放出源から線量計算地点までの距離 

周辺監視区域境界の変更箇所は図 2-1 の青線で示す位置であり，既存の位置から約 50m

外側へ拡張される。 

周辺監視区域境界の変更箇所は既存の線量計算地点にあたらないが，変更による線量評

価への影響を確認する観点から，図 2-1 に示す評価点Ａ及びＢにおける線量影響を評価す

る前提として，線量計算地点Ｓ（南），ＳＳＷ（南南西）における評価条件を適用し，線

量評価を行った。 

評価点Ａは，変更する周辺監視区域境界付近の線量評価地点Ｓ（南）から 50m 拡張され

た位置とし，放出源からの距離が 380m となる。評価点Ｂは，変更する周辺監視区域境界

付近の線量評価地点Ｓ（南）から 50m 拡張された位置とし，放出源からの距離が 400m と

なる。 

 

図 2-1 平常時被ばくの線量計算地点および周辺監視区域境界変更範囲図 
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2.2.2 確認結果 

（1）平常運転時における一般公衆の受ける実効線量 

添付書類九の平常運転時における一般公衆の受ける実効線量は，「周辺監視区域境界に

おける希ガスのγ線に起因する実効線量」及び「人の居住に着目した場合の実効線量」が

ある。 

 （ⅰ）周辺監視区域境界における希ガスのγ線に起因する実効線量 

今回の周辺監視区域境界の変更により放出源から線量計算地点までの距離で影響を

受けるのは「周辺監視区域境界における希ガスのγ線に起因する実効線量」である。 

放出源から線量計算地点までの距離の変更の影響を確認するため，評価点Ａ及び評

価点Ｂの線量評価を行った。評価点Ａの実効線量は，約 2.4μSv／y となり，線量計算

地点Ｓ（南）の線量評価結果に比べ線量影響は同程度である。また，評価点Ｂの実効線

量は，約 4.0μSv／y となり，線量計算地点ＳＳＷ（南南西）の線量評価結果に比べ線

量影響は 1割程度低減する。（表 2-1，図 2-3 参照） 

「周辺監視区域境界における希ガスのγ線に起因する実効線量」の各方位の実効線

量は表 2-1 及び図 2-2 に示すとおりであり，実効線量が最大となる方位は主排気筒の

ＳＷ（南東）で約 5.5μSv／y となっている。 

また，周辺監視区域境界を変更する主排気筒のＳ（南），ＳＳＷ（南南西）の「周辺

監視区域境界における希ガスのγ線に起因する実効線量」は約 2.5μSv／y，約 4.3μSv

／y であり，実効線量が最大となる主排気筒のＳＷ（南西）の約 5.5μSv／y に対して

低い値となっている。 

（ⅱ）人の居住に着目した場合の実効線量 

「人の居住に着目した場合の実効線量」の線量計算地点は，図 2-4 に示すとおり，

東海第二発電所の周辺監視区域境界に隣接事業所の周辺監視区域境界を加えた区域を

非居住区域とし，非居住区域境界上に線量計算地点を設定しており，今回の周辺監視

区域の変更による影響はない。 

表 2-3 に示すとおり「人の居住に着目した場合の実効線量」が最大となる主排気筒

のＳＷ（南西）であり，各被ばく経路から受ける実効線量の合計は，表 2-3 に示すと

おり約 8.4μSv／y である。に変更はなく「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値

に関する指針」に示される線量目標値 50μSv／y に影響を与えるものではない。 

 

なお，添付書類九では，運転中の東海発電所からの影響について参考として記載してい

るが，東海発電所は廃止措置中であり，今回の周辺監視区域境界の変更の影響の詳細につ

いては資料 4にて説明する。 

 

 

  



2-5 

 

図 2-2 周辺監視区域境界における線量計算地点 
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表 2-1 周辺監視区域境界における希ガスのγ線に起因する実効線量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 評価点Ａ，Ｂにおける希ガスのγ線に起因する実効線量 

 

実効線量が 

最大となる方位 
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図 2-4 非居住区域境界における線量計算地点  
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表 2-2 人の居住に着目した場合の希ガスのγ線に起因する実効線量 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-3 人の居住に着目した場合の実効線量 

 

被ばく経路 
実効線量 

（μSv／y） 
備 考 

気体廃棄物中の希ガスのγ線に

よる実効線量 
約 2.8 

非居住区域境界上の線量計算地点で最大となる実効

線量（表 3-5 参照） 

液体廃棄物中の放射性物質（よ

う素を除く）による実効線量 
約 5.2 

液体廃棄物中の放射性物質の年間放出量における海

水中の放射性物質の濃度から算出した実効線量 

気体廃棄物中及び液体廃棄物中

に含まれるよう素を同時に摂取

する場合の実効線量 

約 0.4 

気体廃棄物中に含まれるよう素は非居住区域境界の

以遠で最大濃度となる地点（ＳＷ（南西）4,400m 地

点）の実効線量 

液体廃棄物中に含まれるよう素は液体廃棄物中の放

射性物質と同様に算出した実効線量 

合 計 約 8.4  

 

 

  

実効線量が最大

となる計算地点 
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2.3 事故時線量評価に対する影響 

事故時の線量評価については，「2.1.2 事故時の線量計算地点の選定の考え方」のとおり，

非居住区域境界上または敷地境界上で放出源を中心とした 16 方位のうち海側方位を除い

た線量計算地点を選定し評価している。 

設計基準事故の各方位の線量計算地点は，東海第二発電所の周辺監視区域境界に隣接事

業所の周辺監視区域境界を加えた区域を非居住区域とし，非居住区域境界上に設定してお

り，今回の周辺監視区域境界の変更は，非居住区域境界内での変更であり，設計基準事故に

おける非居住区域境界上の線量計算地点に影響はない。 

有効性評価（炉心損傷防止対策）の各方位の線量計算地点は，非居住区域境界上及び敷地

境界上に設定しており，今回の周辺監視区域境界の変更は，非居住区域境界内での変更であ

ること，また，敷地境界は変更しないことから有効性評価（炉心損傷防止対策）における非

居住区域境界上及び敷地境界上の線量計算地点に影響はない。 

各々の事故時の線量が最大となる方位は，第 2-5 図及び第 2-6 図に示すとおりで，周辺

監視区域境界の変更となる方位ではないことから，線量評価への影響はない。 
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図 2-5 設計基準事故（主蒸気管破断）における線量計算地点及び最大方位（1／2） 
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図 2-5 設計基準事故（主蒸気管破断を除く）における線量計算地点及び最大方位（2／2） 
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図 2-6 有効性評価（炉心損傷防止対策）における線量計算地点及び最大方位（1／4） 
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図 2-6 有効性評価（炉心損傷防止対策）における線量計算地点及び最大方位（2／4）
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図 2-6 有効性評価（炉心損傷防止対策）における線量計算地点及び最大方位（3／4） 
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 図 2-6 有効性評価（炉心損傷防止対策）における線量計算地点及び最大方位（4／4）
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3. 原子炉設置許可申請書における周辺監視区域境界に係る記載と影響について 

原子炉設置許可申請書の本文及び添付書類における周辺監視区域境界に係る記載並びに

周辺監視区域境界の変更が記載事項の変更を伴うものであるか否かについて確認した。 

原子炉設置許可申請書における周辺監視区域境界に係る記載と影響の有無及びその理由

について表 3-1 に示す。 
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表 3-1 原子炉設置許可申請書における周辺監視区域境界に係る記載と影響について 

原子炉設置 

許可申請書 
項目 記載 影響有無 理由 

本文 

五 発電用原子炉及びその附属施設の位置，

構造及び設備 

イ 発電用原子炉施設の位置 

(1) 敷地の面積及び形状 

東海第二発電所の敷地の広さは約 75 万 m２であり，そのうち，約

11 万 m２は国立研究開発法人日本原子力研究開発機構から土地の

権利を得て発電用原子炉施設を設置する。 

なし 
周辺監視区域境界の変更であり敷地境界を変更しないことから，

敷地の面積及び形状に変更はない。 

五 発電用原子炉及びその附属施設の位置，

構造及び設備 

イ 発電用原子炉施設の位置 

(2) 敷地内における主要な発電用原子炉施

設の位置 

発電用原子炉の本体は，東海発電所の北側に設置する。 

（中略） 

炉心の中心から隣接する東海発電所の敷地を含む敷地境界までの

最短距離は，北方向で約 330m である。 

なし 
周辺監視区域境界の変更であり敷地境界を変更しないことから，

炉心の中心から敷地境界までの最短距離に変更はない。 

九 発電用原子炉施設における放射線の管

理に関する事項 

ハ 周辺監視区域の外における実効線量の

算定の条件及び結果 

(2) 線量の評価結果 

人の居住の可能性のある地点における気体廃棄物中の希ガスのγ

線による実効線量，液体廃棄物中の放射性物質（よう素を除く。）

による実効線量並びに気体廃棄物中及び液体廃棄物中に含まれる

よう素を同時に摂取する場合の実効線量は，それぞれ年間約

2.8μSv，年間約 5.2μSv，年間約 0.4μSv となり，合計は年間約

8.4μSv である。 

この値は，「線量目標値に関する指針」に示される線量目標値の

年間 50μSv を下回る。 

なお，原子炉施設の設計及び管理によって，通常運転時において

原子炉施設からの直接γ線及びスカイシャインγ線による空気カ

ーマが，人の居住の可能性のある地域において年間 50μGy を下回

るようにする。 

なし 

周辺監視区域境界の変更は，線量が最大となる方位ではないため，

評価結果に影響はない。（詳細は「2. 線量評価に係る影響評価及

び分析」に示す） 

十 発電用原子炉の炉心の著しい損傷その

他の事故が発生した場合における当該事

故に対処するために必要な施設及び体制

の整備に関する事項 

ロ 設計基準事故 事故に対処するために

必要な施設並びに発生すると想定される

事故の程度及び影響の評価を行うために

設定した条件及びその評価の結果 

(3) 評価結果 

(ⅴ) 非居住区域境界外での実効線量については，主蒸気管破断

の場合が最も大きく，約 1.8×10－１mSv であり，周辺の公衆に対

し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

なし 

線量は非居住区域境界で評価しており，尚且つ，線量が最大とな

る方位は，周辺監視区域境界の変更となる方位ではないため，評

価結果に影響はない。（詳細は「2.線量評価に係る影響評価及び

分析」に示す） 
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原子炉設置 

許可申請書 
項目 記載 影響有無 理由 

本文 

十 発電用原子炉の炉心の著しい損傷その

他の事故が発生した場合における当該事

故に対処するために必要な施設及び体制

の整備に関する事項 

ハ 重大事故に至るおそれがある事故又は

重大事故 事故に対処するために必要な

施設及び体制並びに発生すると想定され

る事故の程度及び影響の評価を行うため

に設定した条件及びその評価の結果 

(2) 有効性評価 

(ⅱ) 解析条件 

(f) ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

(f-10-8)敷地境界における大気拡散条件については，格納容器圧力

逃がし装置を用いる場合は，地上放出，実効放出継続時間 1 時間の

値として，相対濃度（χ／Ｑ）を 8.2×10－５（s／m３），相対線量

（Ｄ／Ｑ）を9.9×10－１９（Gy／Bq）とし，耐圧強化ベント系を用い

る場合は，排気筒放出，実効放出継続時間 1 時間の値として，相対

濃度（χ／Ｑ）は2.0×10－６（s／m３），相対線量（Ｄ／Ｑ）は8.0×

10－２０（Gy／Bq）とする。 

また，非居住区域境界における大気拡散条件については，格納容

器圧力逃がし装置を用いる場合は，地上放出，実効放出継続時間

1 時間の値として，相対濃度（χ／Ｑ）を 3.1×10－５（s／m３），

相対線量（Ｄ／Ｑ）を 4.1×10－１９（Gy／Bq）とし，耐圧強化ベン

ト系を用いる場合は，排気筒放出，実効放出継続時間 1 時間の値

として，相対濃度（χ／Ｑ）は 2.0×10－６（s／m３），相対線量（Ｄ

／Ｑ）は 8.1×10－２０（Gy／Bq）とする。 

なし 

線量は敷地境界及び非居住区域境界で評価しており，尚且つ，線

量が最大となる方位は，周辺監視区域境界の変更となる方位では

ないため，評価結果に影響はない。（詳細は「2.線量評価に係る影

響評価及び分析」に示す） 

十 発電用原子炉の炉心の著しい損傷その

他の事故が発生した場合における当該事

故に対処するために必要な施設及び体制

の整備に関する事項 

ハ 重大事故に至るおそれがある事故又は

重大事故 事故に対処するために必要な

施設及び体制並びに発生すると想定され

る事故の程度及び影響の評価を行うため

に設定した条件及びその評価の結果 

(2) 有効性評価 

(ⅲ) 評価結果 

a. 運転中の原子炉における重大事故に至る

おそれがある事故 

(d)  

（中略） 

なお，格納容器圧力逃がし装置等を使用する事故シーケンスグルー

プにおいて敷地境界及び非居住区域境界での実効線量が最も厳しく

なる「中破断ＬＯＣＡ時に高圧注水機能及び低圧注水機能が喪失す

る事故」において，格納容器圧力逃がし装置による格納容器ベント

時の敷地境界での実効線量の評価結果は約4.1×10－１mSv，耐圧強化

ベント系による格納容器ベント時の敷地境界での実効線量の評価結

果は約6.2×10－１mSv であり，また，格納容器圧力逃がし装置によ

る格納容器ベント時の非居住区域境界での実効線量の評価結果は約

1.6×10－１mSv，耐圧強化ベント系による格納容器ベント時の非居住

区域境界での実効線量の評価結果は約6.2×10－１mSv であり，いず

れの場合も，周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与

えることはない。 

なし 

線量は敷地境界及び非居住区域境界で評価しており，尚且つ，線

量が最大となる方位は，周辺監視区域境界の変更となる方位では

ないため，評価結果に影響はない。（詳細は「2.線量評価に係る影

響評価及び分析」に示す） 

申請書添付 

参考図 
－ － なし 

敷地全体を示す図であるが，安全対策工事終了後，周辺監視区域

を変更前の位置に復旧するため周辺監視区域境界の修正は不要 

添付書類一 
変更後における発電用原子炉の使用の目的

に関する説明書 
－ なし 

発電用原子炉の使用の目的に関する説明書であり，周辺監視区域

境界の変更による影響はない 

添付書類二 
変更後における発電用原子炉の熱出力に関

する説明書 
－ なし 

発電用原子炉の熱出力に関する説明書であり，周辺監視区域境界

の変更による影響はない 
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原子炉設置 

許可申請書 
項目 記載 影響有無 理由 

添付書類三 
変更の工事に要する資金の額及び調達計画

を記載した書類 
－ なし 

工事に要する資金の額及び調達計画を記載した書類であり，周辺

監視区域境界の変更による影響はない 

添付書類四 
変更後における発電用原子炉の運転に要す

る核燃料物質の取得計画を記載した書類 
－ なし 

発電用原子炉の運転に要する核燃料物質の取得計画を記載した書

類であり，周辺監視区域境界の変更による影響はない 

添付書類五 
変更に係る発電用原子炉施設の設置及び運

転に関する技術的能力に関する説明書 
－ なし 

発電用原子炉施設の設置及び運転に関する技術的能力に関する説

明書であり，周辺監視区域境界の変更による影響はない 

添付書類六 

第 5.5－5 表 放出源の有効高さ 

 

 

なし 

周辺監視区域境界の変更により線量計算地点の選定の考え方が変

わるものではなく影響はない。 

また，今回の作業用地の拡張に伴う放出源の有効高さを決定する

風洞実験に対する影響はない。 

第5.5－12表 安全評価に使用する相対濃度

（χ／Ｑ）及び相対線量（Ｄ／Ｑ）  
注）1 排気筒又は非常用ガス処理系排気筒の有効高さは，吹上げ高さを考慮しない高さにおける風

洞実験結果の値を使用する。 

2 タービン建屋からの放出の場合は，放出源の有効高さを 0m とする。 

3 評価に用いるχ／Ｑ及びＤ／Ｑは，陸側方向の方位ごとに求めた累積出現頻度が 97％に 

当たる値のうち最大の線量を与える値とする。 

なし 

設計基準事故の相対濃度及び相対線量は非居住区域境界で評価し

ており，尚且つ，最大となる方位は，周辺監視区域境界の変更と

なる方位ではないため，評価結果に影響はない。（詳細は「2.線量

評価に係る影響評価及び分析」に示す） 

（m） 

方位 
通常運転時 設計基準事故時 

東海第二発電所 東海発電所 東海第二発電所 

Ｎ 190 75 105 

ＮＮＥ 200 75 95 

ＮＥ 195 － － 

ＥＮＥ － － － 

Ｅ － － － 

ＥＳＥ － － － 

ＳＥ 170 － － 

ＳＳＥ 185 － 115 

Ｓ 210 95 105 

ＳＳＷ 180 70 100 

ＳＷ 150 65 110 

ＷＳＷ 195 80 110 

Ｗ 205 95 115 

ＷＮＷ 205 105 105 

ＮＷ 220 85 105 

ＮＮＷ 200 75 105 

 

事故の種類 放出位置 実効放出継続時間(h)

24 χ／Ｑ 　　　　　　8.0×10
－７

24 Ｄ／Ｑ 　　　　　　4.5×10－２０

5 χ／Ｑ 　　　　　　2.0×10
－６

15 Ｄ／Ｑ 　　　　　　5.1×10
－２０

24 χ／Ｑ 　　　　　　8.5×10
－７

12 Ｄ／Ｑ 　　　　　　5.1×10
－２０

20 χ／Ｑ 　　　　　　1.4×10－５

1 Ｄ／Ｑ 　　　　　　4.4×10
－１９

評価に使用するχ／Ｑ（ｓ／m３）又はＤ／Ｑ（Ｇｙ／Ｂｑ）

原子炉冷却材喪失
非常用ガス処理系

排気筒

放射性気体廃棄物
処理施設の破損

排気筒 　　　　　　8.5×10
－２０

主蒸気管破断 タービン建屋

1 Ｄ／Ｑ

燃料集合体の落下
非常用ガス処理系

排気筒

制御棒落下 排気筒
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原子炉設置 

許可申請書 
項目 記載 影響有無 理由 

添付書類七 

変更に係る発電用原子炉又はその主要な附

属施設の設置の地点から二十キロメートル

以内の地域を含む縮尺二十万分の一の地図

及び五キロメートル以内の地域を含む縮尺

五万分の一の地図 

－ なし 

発電用原子炉又はその主要な附属施設の設置の地点から二十キロ

メートル以内の地域を含む縮尺二十万分の一の地図及び五キロメ

ートル以内の地域を含む縮尺五万分の一の地図に関する書類であ

り，周辺監視区域境界の変更による影響はない 

添付書類八 

1. 安全設計 

1.1 安全設計の方針 

1.1.1 安全設計の基本方針 

1.1.1.1 放射線被ばく 

平常運転時，発電所従業員及び発電所周辺の一般周辺公衆に対し，

「原子炉等規制法」に基づき定められている線量限度を超える放

射線被ばくを与えないように設計する。 

なし 設計方針に変更はない 

添付書類九 第 5.1－1 表 放出源の有効高さ 

 

 

（注１）表中の⽅位以外の有効⾼さについては，上表の有効⾼さのうち最 

    も低い値を使⽤する。 

（注２）⽅位ＳＳＥは海を隔てて⽐較的近距離のところに陸地が存在する 

ため，有効⾼さを評価した。 

なし 

周辺監視区域境界の変更により線量計算地点の選定の考え方が変

わるものではなく影響はない。 

また，今回の作業用地の拡張に伴う放出源の有効高さを決定する

風洞実験に対する影響はない。 

                 （m） 

方 位 有効高さ 

Ｎ 190 

ＮＮＥ 200 

ＮＥ 195 

ＳＥ 170 

ＳＳＥ 185 

Ｓ 210 

ＳＳＷ 180 

ＳＷ 150 

ＷＳＷ 195 

Ｗ 205 

ＷＮＷ 205 

ＮＷ 220 

ＮＮＷ 200 
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原子炉設置 

許可申請書 
項目 記載 影響有無 理由 

添付書類九 

5. 平常運転時における一般公衆の受ける

線量評価 

5.1 東海第二発電所の放射性廃棄物により

一般公衆の受ける線量評価 

5.1.1 線量の計算 

5.1.1.1 気体廃棄物中の希ガスのγ線に起

因する実効線量 

5.1.1.1.1 連続放出の場合 

(1) 計算のための前提条件 

ｄ．線量計算地点 

周辺監視区域は，第 3.1－2 図に示されるように，南側では原子力

科学研究所周辺監視区域に接しており，東側では海となっている。 

したがって，線量の計算は排気筒を中心として 16 方位に分割した

北側及び西側の周辺監視区域境界の各地点について行う。 

なお，参考として，南側及び東側についても方位ごとに計算を行

う。 

これらの地点を第 5.1－1 図に示す。 

なし 

周辺監視区域境界の変更は，線量が最大となる方位ではないため，

評価結果に影響はない。（詳細は「2.線量評価に係る影響評価及

び分析」に示す） 

5. 平常運転時における一般公衆の受ける

線量評価 

5.1 東海第二発電所の放射性廃棄物により

一般公衆の受ける線量評価 

5.1.1 線量の計算 

5.1.1.1 気体廃棄物中の希ガスのγ線に起

因する実効線量 

5.1.1.1.3 計算結果 

周辺監視区域の北側及び西側境界の 7 方位並びに参考として，原

子力科学研究所の周辺監視区域と接する南側及び海となっている

東側の 9 方位について希ガスの γ 線による実効線量の計算を行

った結果は，第 5.1－6 表に示すとおりである。 

これによれば，北側及び西側の周辺監視区域境界外で希ガスのγ

線による実効線量の最大値は，排気筒の西南西約 640m の地点にお

いて，約 3.2μSv／y である。 

なし 

周辺監視区域境界の変更は，線量が最大となる方位ではないため，

評価結果に影響はない。（詳細は「2.線量評価に係る影響評価及

び分析」に示す） 

第 5.1－6 表 周辺監視区域境界における希

ガスの γ 線に起因する実効線量（東海第二

発電所） 

 

（注）線量計算地点については，第 5.1－1 図に示す。 

なし 

周辺監視区域境界の変更は，線量が最大となる方位ではないため，

評価結果に影響はない。（詳細は「2.線量評価に係る影響評価及び

分析」に示す） 
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原子炉設置 

許可申請書 
項目 記載 影響有無 理由 

添付書類九 

5. 平常運転時における一般公衆の受ける

線量評価 

5.1 東海第二発電所の放射性廃棄物により

一般公衆の受ける線量評価 

5.1.1 線量の計算 

5.1.1.3 よう素に起因する実効線量 

5.1.1.3.1 気体廃棄物中に含まれるよう素

に起因する実効線量 

5.1.1.3.1.1 年平均地上空気中濃度の計算 

(3) 計算結果 

周辺における将来の集落の形成を考慮した年平均地上空気中濃度

が最大となる地点は，排気筒の南西約 4,400m であり，この地点に

おけるよう素－131 及びよう素－133 の年平均地上空気中濃度の

計算結果は，第 5.1－11 表に示すとおり，それぞれ約 6.2×10－１

１Bq／cm３及び約 9.8×10－１１Bq／cm３である。 

なし 
年平均地上空気中濃度が最大となる地点に変更はない。（詳細は

「2.線量評価に係る影響評価及び分析」に示す） 

第5.1－11表 よう素の年平均地上空気中濃

度（東海第二発電所） 

 

5. 平常運転時における一般公衆の受ける

線量評価 

5.1 東海第二発電所の放射性廃棄物により

一般公衆の受ける線量評価 

5.1.2 線量の評価結果 

周辺における将来の集落の形成を考慮し，気体廃棄物中の希ガス

のγ線による実効線量，液体廃棄物中の放射性物質（よう素を除

く。）による実効線量並びに気体廃棄物中及び液体廃棄物中に含

まれるよう素を同時に摂取する場合の実効線量を評価した結果

は，それぞれ約 2.8μSv／y，約 5.2μSv／y 及び約 0.4μSv／y と

なり，合計約 8.4μSv／y である。 

この値は，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する

指針」に示される線量目標値 50μSv／y を下回る。 

なし 

周辺監視区域境界の変更は，線量が最大となる方位ではないため，

評価結果に影響はない。（詳細は「2.線量評価に係る影響評価及

び分析」に示す） 
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原子炉設置 

許可申請書 
項目 記載 影響有無 理由 

添付書類九 第 5.2－1 表 放出源の有効高さ 

 

（注）表中の方位以外の有効高さについては， 

      上表の有効高さのうち最も低い値を使用する。 

なし 

周辺監視区域境界の変更により線量計算地点の選定の考え方が変

わるものではなく影響はない 

また，今回の作業用地の拡張に伴う放出源の有効高さを決定する

風洞実験に対する影響はない。 

添付書類十 

3. 事故解析 

3.4  環境への放射性物質の異常な放出 

3.4.1  放射性気体廃棄物処理施設の破損 

3.4.1.3  核分裂生成物の放出量及び線量

の評価 

3.4.1.3.2  線量の評価 

(3) 評価結果 

上記の評価方法に基づき，非居住区域境界の外における最大の実

効線量を評価した結果は第 3.4.1－2 表のとおりである。 

上記の値から判断して本事故による周辺の公衆に与える放射線被

ばくのリスクは十分に小さいものと考えられる。 

なし 

線量は非居住区域境界で評価しており，尚且つ，線量が最大とな

る方位は，周辺監視区域境界の変更となる方位ではないため，評

価結果に影響はない。（詳細は「2.線量評価に係る影響評価及び分

析」に示す） 

第 3.4.1－2 表 放射性気体廃棄物処理施設

の破損時の実効線量 

 

実 効 線 量 

（mSv） 

約5.3×10－２ 
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原子炉設置 

許可申請書 
項目 記載 影響有無 理由 

添付書類十 

3. 事故解析 

3.4  環境への放射性物質の異常な放出 

3.4.2  主蒸気管破断 

3.4.2.4  核分裂生成物の放出量及び線量

の評価 

3.4.2.4.2  線量の評価 

(3) 評価結果 

上記の評価方法に基づき非居住区域境界外での実効線量を評価し

た結果は，第 3.4.2－4 表のとおり約 1.8×10-１mSv である。 

上記の値から判断して，本事故による周辺の公衆に与える放射線

被ばくのリスクは十分に小さいものと考えられる。 

なし 

線量は非居住区域境界で評価しており，尚且つ，線量が最大とな

る方位は，周辺監視区域境界の変更となる方位ではないため，評

価結果に影響はない。（詳細は「2.線量評価に係る影響評価及び分

析」に示す） 

第3.4.2－4表 主蒸気管破断時の実効線量 

 

3. 事故解析 

3.4  環境への放射性物質の異常な放出 

3.4.3  燃料集合体の落下 

3.4.3.3  核分裂生成物の放出量及び線量

の評価 

3.4.3.3.2  線量の評価 

(3) 評価結果 

上記の評価方法に基づき非居住区域境界外での実効線量を評価し

た結果は，第 3.4.3－2 表のとおり約 1.8×10-２mSv である。 

上記の値から判断して，本事故による周辺の公衆に与える放射線

被ばくのリスクは十分に小さいものと考えられる。 
なし 

線量は非居住区域境界で評価しており，尚且つ，線量が最大とな

る方位は，周辺監視区域境界の変更となる方位ではないため，評

価結果に影響はない。（詳細は「2.線量評価に係る影響評価及び分

析」に示す） 

第3.4.3－2表 燃料集合体の落下時の実効

線量 

 

3. 事故解析 

3.4  環境への放射性物質の異常な放出 

3.4.4  原子炉冷却材喪失 

3.4.4.3  核分裂生成物の放出量及び線量

の評価 

3.4.4.3.2  線量の評価 

(3) 評価結果 

上記の評価方法に基づき非居住区域境界外での実効線量を評価し

た結果は，第 3.4.4－3 表のとおり約 3.2×10-４mSv である。 

上記の値から判断して，本事故による周辺の公衆に与える放射線

被ばくのリスクは十分小さいものと考えられる。 
なし 

線量は非居住区域境界で評価しており，尚且つ，線量が最大とな

る方位は，周辺監視区域境界の変更となる方位ではないため，評

価結果に影響はない。（詳細は「2.線量評価に係る影響評価及び分

析」に示す） 

第3.4.4－3表 原子炉冷却材喪失時の実効

線量 

 

実 効 線 量 

（mSv） 

約1.8×10－２ 

実 効 線 量 

（mSv） 

約3.2×10－４ 
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原子炉設置 

許可申請書 
項目 記載 影響有無 理由 

添付書類十 

3. 事故解析 

3.4  環境への放射性物質の異常な放出 

3.4.5  制御棒落下 

3.4.5.3  核分裂生成物の放出量及び線量

の評価 

3.4.5.3.2  線量の評価 

(3) 評価結果 

上記の評価方法に基づき非居住区域境界外での実効線量を評価し

た結果は，第 3.4.5－2 表のとおり約 3.2×10-３mSv である。 

上記の値から判断して，本事故による周辺の公衆に与える放射線

被ばくのリスクは十分に小さいものと考えられる。 

なし 

線量は非居住区域境界で評価しており，尚且つ，線量が最大とな

る方位は，周辺監視区域境界の変更となる方位ではないため，評

価結果に影響はない。（詳細は「2.線量評価に係る影響評価及び分

析」に示す） 

第3.4.5－2表 制御棒落下時の実効線量 

 

4. 重大事故及び仮想事故 

4.1 重大事故 

4.1.1 原子炉冷却材喪失 

(3) 線量の評価 

c 評価結果 

上記の評価方法の基づき評価した非居住区域境界外での線量を評

価した結果は，第 4.1－6 表のとおり小児の甲状腺に対して約 1.1

ｍSv 及び全身に対して（γ線）約 3.1×10－２ mSv である。 

なし 

線量は非居住区域境界で評価しており，尚且つ，線量が最大とな

る方位は，周辺監視区域境界の変更となる方位ではないため，評

価結果に影響はない。（詳細は「2.線量評価に係る影響評価及び分

析」に示す） 

第4.1－6表 原子炉冷却材喪失時の線量（重

大事故） 

 

4. 重大事故及び仮想事故 

4.1 重大事故 

4.1.2 主蒸気管破断 

(3) 線量の評価 

c 評価結果 

上記の評価方法の基づき評価した非居住区域境界外での線量を評

価した結果は，第 4.1－9 表に示すとおり小児の甲状腺に対して約

2.9×10１ｍSv 及び全身に対して（γ線）約 5.8×10－２ mSv であ

る。 

なし 

線量は非居住区域境界で評価しており，尚且つ，線量が最大とな

る方位は，周辺監視区域境界の変更となる方位ではないため，評

価結果に影響はない。（詳細は「2.線量評価に係る影響評価及び分

析」に示す） 
第4.1－9表 主蒸気管破断時の線量（重大事

故） 

 

実 効 線 量 

（mSv） 

約3.2×10－３ 
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許可申請書 
項目 記載 影響有無 理由 

添付書類十 

4. 重大事故及び仮想事故 

4.2 仮想事故 

4.2.1 原子炉冷却材喪失 

(3) 線量の評価 

c 評価結果 

上記の評価方法に基づき非居住区域境界外での線量を評価した結

果は，第4.2－４表のとおり成人の甲状腺に対して約2.7×10１mSv

及び全身に対して（γ線）約 1.6mSv である。 

なし 

線量は非居住区域境界で評価しており，尚且つ，線量が最大とな

る方位は，周辺監視区域境界の変更となる方位ではないため，評

価結果に影響はない。（詳細は「2.線量評価に係る影響評価及び分

析」に示す） 
第4.2－4表 原子炉冷却材喪失の線量（仮想

事故） 

 

4. 重大事故及び仮想事故 

4.2 仮想事故 

4.2.2 主蒸気管破断 

(3) 線量の評価 

c 評価結果 

上記の評価方法に基づき非居住区域境界外での線量を評価した結

果は，第 4.2－8 表のとおり成人の甲状腺に対して約 1.6×10１mSv

及び全身に対して（γ線）約 9.3×10－２mSv である。 

また，全身線量の積算値が最大となるのは，東京都，川崎市，横

浜市，名古屋市，大阪市等の大都市を含む方向であり，第 4.2－5

表に示すように，1995 年の人口に対して約 3.6×10－１万人 Sv で

ある。 

なお，2045 年の推定人口に対しては第 4.2－6 表に示すように，

約 3.1×10－１万人 Sv である。 

なし 

線量は非居住区域境界で評価しており，尚且つ，線量が最大とな

る方位は，周辺監視区域境界の変更となる方位ではないため，評

価結果に影響はない。（詳細は「2.線量評価に係る影響評価及び分

析」に示す） 

第4.2－8表 主蒸気管破断時の線量（仮想事

故） 
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許可申請書 
項目 記載 影響有無 理由 

添付書類十 

7. 重大事故に至るおそれがある事故及び

重大事故に対する対策の有効性評価 

7.1 運転中の原子炉における重大事故に至

るおそれがある事故 

7.1.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

7.1.6.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(3) 有効性評価（敷地境界及び非居住区域

境界での実効線量評価）の条件 

ｈ．敷地境界における大気拡散条件については，格納容器圧力逃

がし装置を用いる場合は，地上放出，実効放出継続時間 1 時間の

値として，相対濃度（χ／Ｑ）を 8.2×10－５（s／m３），相対線量

（Ｄ／Ｑ）を 9.9×10－１９ （Gy／Bq）とし，耐圧強化ベント系を

用いる場合は，排気筒放出，実効放出継続時間 1時間の値として，

相対濃度（χ／Ｑ）は 2.0×10－６（s／m３），相対線量（Ｄ／Ｑ）

は 8.0×10－２０ （Gy／Bq）とする。また，非居住区域境界におけ

る大気拡散条件については，格納容器圧力逃がし装置を用いる場

合は，地上放出，実効放出継続時間 1 時間の値として，相対濃度

（χ／Ｑ）を 3.1×10－５（s／m３），相対線量（Ｄ／Ｑ）を 4.1×10

－１９（Gy／Bq）とし，耐圧強化ベント系を用いる場合は，排気筒放

出，実効放出継続時間 1 時間の値として，相対濃度（χ／Ｑ）は

2.0×10－６（s／m３），相対線量（Ｄ／Ｑ）は 8.1×10－２０（Gy／Bq）

とする。  

なし 

線量は敷地境界及び非居住区域境界で評価しており，尚且つ，線

量が最大となる方位は，周辺監視区域境界の変更となる方位では

ないため，評価結果に影響はない。（詳細は「2.線量評価に係る影

響評価及び分析」に示す） 

7. 重大事故に至るおそれがある事故及び

重大事故に対する対策の有効性評価 

7.1 運転中の原子炉における重大事故に至

るおそれがある事故 

7.1.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

7.1.6.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(4) 有効性評価の結果 

ｂ．評価項目等 

格納容器圧力逃がし装置による格納容器ベント時の敷地境界での

実効線量の評価結果は約 4.1×10－１mSv であり，5mSv を下回る。

また，耐圧強化ベント系による格納容器ベント時の敷地境界での

実効線量の評価結果は約 6.2×10－１mSv であり，5mSv を下回る。

いずれの場合も周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスク

を与えることはない。また，格納容器圧力逃がし装置による格納

容器ベント時の非居住区域境界での実効線量の評価結果は約 1.6

×10－１mSv であり，耐圧強化ベント系による格納容器ベント時の

非居住区域境界での実効線量の評価結果は約 6.2×10－１mSv であ

ることから，5mSv を下回る。 

なし 

線量は敷地境界及び非居住区域境界で評価しており，尚且つ，線

量が最大となる方位は，周辺監視区域境界の変更となる方位では

ないため，評価結果に影響はない。（詳細は「2.線量評価に係る影

響評価及び分析」に示す） 

添付書類十一 
定款，登記簿の抄本並びに最近の財産目録，

貸借対照表及び損益計算書 
－ なし 

定款，登記簿の抄本並びに最近の財産目録，貸借対照表及び損益

計算書であり，周辺監視区域境界の変更による影響はない 

 

 




